
〔平成２５年第１回定例会〕 

宗 像 市 議 会 代 表 質 問 

日程 発言順 会派名 
代表質問者 

（関連質問者） 
発言の項目 

1 施政方針について 
1 宗像志政クラブ P2 花 田 鷹 人 

2 教育施政方針について 

1 施政方針について 

2 宗政会 P4 石 松 和 敏 
2 教育施政方針について 

1 市民と共に進める防災対策について 

2 公共施設アセットマネジメントについて 3 とびうおクラブ P9 北 﨑 正 則 

3 教育施政方針について 

4 日本共産党 P10 植 木 隆 信 1 施政方針について 

2/28 
（木） 

5 ふくおか市民政治

ネットワーク 
P13 杉 下 啓 惠 1 施政方針、教育施政方針について 

 

代表質問は通告制です。 

発言制限時間は、「１５分＋（会派の構成人数×５分）」で算出します。ただし、最高４０分です。 

発言制限時間には、答弁の時間は含まれません。【質問会派数：５会派、質問項目：９項目】 
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発言順 １ 宗像志政クラブ  代表質問者 花田 鷹人  発言制限時間 40分 

１ 施政方針について 〔答弁を求める者〕市長、副市長、関係部長 

（１）コミュニティ施策について 
①コミュニティ基本構想及び基本計画の見直しにあたっての重要ポイントを伺う。 
②協働委託について、コミュニティ運営協議会へはどのような業務を想定しているのか伺う。 

（２）防災対策について 
   平成２５年度は全自治会の自主防災組織結成を目指すとあるが、組織化および訓練実施状況

について、自主防災組織が結成された自治会数、実際に訓練が行われた自治会数は。また、そ

の訓練内容について伺う。 
（３）行政経営改革の推進について 
①これまで、総合経営システムや人事考課制度の導入など民間の優れた経営手法を取り入れなが

ら成果を重視した行政経営への転換を図ってきた。これからは「まちの経営」を念頭に行政経

営に取り組むと方針が述べられている。そこで「まちの経営」とはどのようなものをいうのか

伺う。 
②合併効果の検証を行い、その結果を第 2 次宗像市総合計画に反映させるとあるが、合併効果の

検証はどのように行うのか伺う。 
③アセットマネジメント基本計画の策定に向けてのポイントを伺う。 

（４）都市ブランド構築と定住化の推進について 
①都市ブランドとはどのようなものなのか、その具体的な内容を伺う。 
②都市ブランド構築、定住化施策を推進する対象を子育て世代に絞った理由を伺う。 
③空き家・空き地バンクの利用実態を伺う。 

（５）産業振興について 
①赤間宿に整備される予定の観光拠点施設の内容を伺う。 
②果樹園オーナー制度について、大島のメリットをどのようにアピールしようとしているのか伺

う。 
 ③地島に整備される漁村留学を兼ねた交流施設の内容と整備進捗状況を伺う。 
 ④新規就農、農地集積以外の農業振興策の内容を伺う。 
 ⑤漁協の経営安定化に向けての支援の進捗状況を伺う。 
 ⑥観光施策を中心とした地域経済の活性化が計画されているが、企業誘致に対する市の考えを伺

う。 
（６）安心できる生活環境の創出について 
①今回、国民健康保険税が値上げされるが、国保会計の現状から、いずれ市町村単位の運営は成

り立たなくなるのではと懸念される。少なくとも県単位での事業にするよう県に進言すべきで

はないかと考えるが市長の考えを伺う。 
②本市でも高齢者の孤独死が起こっているが、孤独死防止についての対策を伺う。 
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（７）教育・子育て環境の充実について 
子ども相談センターでの具体的な事業内容を伺う。 

（８）スポーツの振興について 
   市のスポーツ施設は市民体育館や野球場など各種の施設が整備されている。ところが、どの

スポーツ施設も「する」スポーツのためだけの施設づくりしかされておらず、観戦者に配慮し

た施設はないのが現状ではないか。 
   市のスポーツ施設の現状をどのように認識し、今後どのようにしていくのか市長の考えを伺

う。 
 
２ 教育施政方針について 〔答弁を求める者〕教育長、関係部長 

（１）地域との連携について 
平成２５年度教育施政方針では、多くの施策の中で「学校・家庭・地域と連携を図る」と述

べており、本市教育施策にとって地域との連携を重要視している事がみてとれる。そこで、学

校・家庭・地域との連携のうち特に、地域とどのように連携を図ろうとしているのか伺う。 
（２）子どもたちの体力向上について 

全国的に年々低下する子どもの体力は本市においても同様である。子どもたちの体力低下に

対する具体的な取り組みについて伺う。 
（３）宗像高校が中高一貫校となった場合の影響について 

福岡県に現在３校ある県立の中高一貫校を増やすため、「中高一貫教育研究指定校」の公募

を実施していた県教委は、宗像高（宗像市）と嘉穂高（飯塚市）を指定校とする方針を固め、

両校での約１年間の研究・報告を経て、県教委は平成２５年度中に中高一貫校にする学校を決

め、県議会に条例改正を提案する。早ければ平成２６年度から中学校を新設し、一貫校として

スタートする見込みだ。と昨年秋に報道された。そこで宗像高校が中高一貫校となった場合、

本市教育施策及び、教育現場（学校、児童・生徒）にどのような影響が想定されるのか、その

想定される影響に対する対応について伺う。 
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発言順 ２ 宗政会   代表質問者 石松 和敏   発言制限時間 35分 

1 施政方針について 〔答弁を求める者〕市長 

（１）市民参画・協働の推進 

①第２次宗像市総合計画について 
平成２７年度から１０年間（平成２７年度～平成３６年度）にわたる本市のまちづくりの最

上位に位置付けられるマスタープランであり、市長は平成２４年１０月に総合計画審議会に諮

問し、平成２６年５月に答申を受ける予定である。そこで、第２次宗像市総合計画策定に向け

た市長の決意を伺う。 
   また、第１次宗像市総合計画（平成１７年度～平成２６年度）において、実現できていない

施策等の検証はどうするのか伺う。 
②第２次宗像市総合計画策定における新たな試みについて 

各コミュニティ地区のまちづくり計画との一体化や市民ワークショップなどの開催、ＳＮＳ

（コミュニティ型ウェブサイト）の活用など行うとあるが、関係者がわかるよう具体的な内容

等について伺う。 
（２）市民と共に進める防災対策 
①緊急情報伝達システムと指定避難所への必要物資の整備について 

本システムのメールやファックス等の登録件数も含めたシステムの概要を伺う。また、情報

伝達率をさらに高めるために、各自治会への屋内個別受信機の配布、離島・沿岸部における屋

外スピーカーの設置など伝達手段の拡充を行ってきた。しかし、実際に災害等が発生した時に、

タイムリーに、有効に機能するかどうかが重要である。そのためには、平時に地域と行政が一

体となった防災訓練の取り組みが必要であるが、その現状と課題について伺う。 
また、各地区の指定避難所へは、非常用電源、非常食、飲料水、備蓄資器材の整備を行うと

あるが、各自治会においても最小限の整備は必要である。自治公民館等への整備について伺う。 
②総点検で命を守るインフラの整備を 

国の平成２４年度補正予算案と平成２５年度予算案には、地方自治体が管理するインフラの

総点検や老朽化対策を推進するため、「防災・安全交付金」に合計約１．６兆円を確保し、国

が財政支援する一方、長寿命化計画の策定などを後押ししている。 
本交付金は、防災教育、防災訓練の充実など、ソフト対策ができるようになっている。併せ

て、防災対策に災害弱者や女性の視点を盛り込むべきと考えるが、市長の見解を伺う。 
さらに、公共事業による地方の負担増を考慮し、国の平成２４年度補正予算案の中には、１

兆３９８０億円に上る「地域の元気臨時交付金」を設けて、地方負担の８割程度をカバーする

内容となっている。そこで、本市としても積極的に申請すべきと考えるが、市長の見解を求め

る。 
（３）アセットマネジメント基本計画の策定 

市民生活や地域の経済活動にとって欠かせないインフラ（社会資本）の老朽化対策は喫緊の

課題である。平成２４年度に策定した「アセットマネジメント基本方針」に基づき、各公共施

設の基本調査などを行い、同計画の策定を本格化させるとある。 
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同基本方針によると、今後要する更新費用等の試算をしており、主要建築物及び認定道路に

係る試算結果では、今後３０年間（２０１３年から２０４２年）に要する更新費用として６６

９．１億円（年平均で年間２２．３億円）が必要とある。現在の予算規模における過去３カ年

平均での施設更新費用等としては一般財源ベースで年間１５．５億円となっており、平均だけ

みても単純に年間６．８億円が不足する状況である。 
これに加えて、この試算に計上していないものとして、①インフラ系：下水、橋梁、公園、

漁港など②プラント系：ごみ処理施設、し尿処理施設などがあり、これらを含めると、年間に

必要な施設更新費用は更に増額し、併せて不足額も増加すると総括している。 
今後の財政状況については、合併特例による特別な財政措置１０億円が平成２６年度から段

階的に圧縮されることに加え、人口減少、高齢化の進展、生産年齢人口の減少などの社会環境

の変化による税収の減額など財政状況が好転する兆しは乏しい。また、少子高齢化による社会

保障費も増大していることから、投資的経費など市の公的な資本形成のための財源が削減さ

れ、減少していく傾向にある。 
このような状況の中で、いかにしてアセットマネジメントを進めていくのかが課題である。 
そこで、「できるだけ機能を維持しながら更新する」という原則を打ち出すべきであり、第

２次宗像市総合計画や財政安定化プランとの連動を図り、実効性の確保に努める必要がある。 
しかし、市内全体の公共施設のアセットマネジメントを進めていくにあたって、緊急度や必

要性などによって優先順位を決めるのは大変難しいと考える。 
そのためには、基本方針策定から施設白書等策定、施設調査、個別計画策定までは庁内職員

で実施していく必要があると考えるが、市内公共施設の再配置に関する基本計画・再生方針策

定等は、神奈川県秦野市の「公共施設再配置計画検討委員会」などを参考にして、専門家など

の第三者委員会を設置し、同委員会において提言していただくべきと考えるが、市長の見解を

伺う。 
（４）都市ブランドの構築と定住化の推進 
①子育て世代を対象にする都市ブランドの構築について 

子育て世代を対象に、「行ってみたくなる」「住みたくなる」「住み続けたくなる」まちを基

本的な考え方として、まちのイメージを高めるための戦略的な事業を行うとあるが、現実的に

は、福岡市近郊では、新宮町、古賀市、福津市が各々のコンセプトを持ち定住化に力を注いで

おり、決して楽観はできないと考える。 
そこで、本市の考える都市ブランド構築について、「何故、子育て世代を対象にするのか」

「どのような取り組みにより、都市ブランドを構築するのか」等について、市民に分かり易い

言葉で、具体的な事例等を掲げて、その内容について伺う。 
②定住化施策について 

定住化施策は、税収や地域経済、空き家の解消や団地の再生など、まちへの影響は計り知れ

ないものがある。新たに設置する都市戦略室において、都市ブランドの構築と定住化施策を一

体的に取り組んでいくとあるが、他部署との連携・協力は必須であり、市長等のリーダーシッ

プによる強力な後押しが必要と考えるが、その体制や所掌事務について伺う。 
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（５）観光地域づくりと産業の活性化 
①大島の果樹園オーナー制度や観光客の島内移動手段について 

大島の遊休地を活用した果樹園オーナー制度など新たな事業の展開や、観光客の島内移動手

段として小型電気自動車の導入実験事業などに取り組むとある。元気な島づくりのために積極

的に実施すべきと考えるが、その内容について伺う 
②地島の漁村留学を兼ねた交流施設の整備について 

地島小の寄宿舎が老朽化しており、関係者からは、その整備が望まれている。現在地に建て

替えるのか、別の市有地等に建て替えるのかも含め、時期及び整備内容等について市長に伺う。 
（６）バイオマス計画の策定 

本市では、下水処理場で発生している下水汚泥（７,０００ｔ）や、し尿処理場で発生して

いる。し尿汚泥（１,０００ｔ）などの有機性資源については、年間約８,０００ｔ発生し、こ

れらは宗像清掃工場にて焼却、並びに宗像有機堆肥協同組合で処理され、その費用は約１億円

あまりを要している。 
下水汚泥は、元来は有機性資源でありながら、多額の費用をかけ、ごみとして処理されてお

り、将来にわたり本市が負担し続けなければならない。 
その他の有機性資源については、草や剪定枝などがあり、草は宗像有機堆肥協同組合で、し

尿汚泥とともに堆肥化され、農地や一般家庭菜園などに還元（リサイクル）されている。 
本市の有機性資源については、下水汚泥が大量に発生しながら有効に利活用されず、しかも

多額の費用を要して処理されていることが課題である。これらを地域の有機性資源として有効

に利活用することが求められる。 
また、下水汚泥や、し尿汚泥だけでなく、草や剪定枝とともに、学校給食やレストラン等か

ら排出される生ごみについても、バイオマスの主原料であり、焼却処分するのではなく、メタ

ンガスを利用して発電したり、堆肥化することで、宗像清掃工場の焼却するごみ総量が大幅に

減少し、同工場の維持管理経費は大幅に削減可能と考える。 
そこで、ＣＯ2 削減や地球温暖化防止の観点からも、バイオマス事業は時代の潮流と考える

が、本市の検討している同計画の内容とスケジュール等について市長の見解を伺う。 
（７）地方公務員の給与削減等について 
①地方公務員の給与削減 

国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律に基づき、平成２４年度から２年間、国

家公務員の給与は平均７．８％引き下げられている。その趣旨は、「我が国の厳しい財政状況

及び東日本大震災に対処する必要性に鑑み、一層の歳出削減が不可欠」であるとされている。

同法は、附則第１２条で地方公務員給与について、「地方公務員の給与については、地方公務

員法及びこの法律の趣旨を踏まえ、地方公共団体において自主的かつ適切に対応されるものと

する」とされている。 
全国知事会などが強く主張しているように、地方は職員数を国に比べて大きく削減し、加え

て給与カットなどの独自削減も行ってきた。なお一段の圧縮が求められることに対して不満で

ある。今回の国の要請は、総務大臣から地方の首長に宛てた書簡にもあるように、「日本の再

生」に向けて、国と地方が一丸となってあらゆる努力を結集する必要があるとの認識の下で、
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消費税増税の国民の理解を得るために、公務員が先頭に立って「隗より始めよ」の精神でさら

なる行財政努力に取り組む姿勢を示すことが重要との認識に基づいている。そこでは、職員数

削減等による総人件費の圧縮だけでなく、給与水準を国に準じて引き下げる姿勢を見せよとさ

れている。端的に言えば、ラスパイレス指数が１００を下回るようにしてほしいという要請で

ある。 
今回発表されたラスパイレス指数については、２種類が示されている。一つは、国の給与カ

ットの影響を加味した指数。すなわち国家公務員の給与が削減されているということを前提に

算定したもの。これと併せて、国家公務員の給与削減がなかった場合、この影響を加味しない

場合の指数を参考値として示している。本市については、１０４．３と９６．４である。 
そこで、本市の対応について市長の見解を伺う。 

②地方公務員の退職金減額 
国家公務員退職手当法の改正を受けた措置で、全国で教職員ら地方公務員の駆け込み退職が

問題となっている。本市は、福岡県市町村職員退職手当組合に加入しているが、その対応につ

いて伺う。 
 

２ 教育施政方針について 〔答弁を求める者〕教育長 

（１）安心の教育について 
いじめも体罰も犯罪である、という考え方を社会に定着させる必要があると考える。 
いじめは、いじめる側が１００％悪い。体罰も「暴力行為」に頼って自らの指導力の低さを

省みない教師が１００％悪い。 
本来、子どもたちにとって学校は、豊かな心を育む学びの場であり、教師こそ最大の教育環

境であるはずである。教育の原点は子どもたちの幸福であり、安心して教育を受けられる体制

づくりが今、政治に求められている。 
深刻ないじめや体罰など、教育現場には今、子どもが安心して教育を受けられるとは言い難

い課題が山積している。いじめや体罰の問題は、教育現場で、未来を託す大事な子どもの命を

預かっているという意識が希薄になっていることの象徴であり、大きな懸念を抱くものであ

る。 
そこで、いじめや体罰の問題について、教育長の見解を求める。 

（２）小中一貫教育の充実と発展について 
平成１８年度から日の里中学校区と大島中学校区の２カ所でスタートした小中一貫教育で

あるが、平成２４年度までに市内の７中学校区へ導入拡大がなされた。本市においては、生き

る力である確かな学力、豊かな心、健やかな体を育てるために小中一貫教育を推進してきたと

ある。しかし、自立につながる学ぶ力や豊かに人とかかわる力の育成については大きな課題が

あると認めている。当初の目標に対して、何が達成でき、何が達成できていないのか、宗像市

教育委員会としての総括を教育長に伺う。 
また、保育所・幼稚園と小学校の接続については、現在設置している連絡会を活用し、保・

幼・小の協力体制を充実することで相互理解を図るとあるが、当初の目標に対して、何が達成

でき、何が達成できていないのか、その総括を教育長に伺う。 
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（３）教員の資質向上を図る研修と支援事業の充実について 
子どもに生きる力をつけるには、授業力や学級経営力等の教員の資質向上が欠かせません。

この資質向上のために、学校改善訪問を全校で実施するとともに、多様な規模の授業研究会で

の指導助言に努めるとある。確かに教員の資質向上は最も重要と考えるが、宗像市教育委員会

として、今まではどのような支援を行い、指導助言をしていたのかの総括を教育長に伺う。 
また、今回、学校改善訪問を全校で実施するとともに、多様な規模の授業研究会での指導助

言に努めるとあるが、その目的と狙いは何なのか教育長に伺う。  
（４）確かな学力を育む学習指導の充実について 

電子黒板等のＩＣＴを活用した授業や集中力・判断力を鍛える授業を普及させていく。その

成果については、「学習意識調査」や「統一学力テスト」により把握し、学力向上につなげる

とある。大事なことは、電子黒板等のＩＣＴは補助道具にすぎず、過大評価すると危険ではな

いかと危惧しているが、導入を決めた教育長の見解を伺う。 
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発言順 ３ とびうおクラブ  代表質問者 北﨑 正則 発言制限時間 30 分 

１ 市民と共に進める防災対策について 〔答弁を求める者〕市長 

市民の生命と財産を守る防災対策に地域と行政が一体となった取り組みは欠かせない。施政方針

の重点施策の一つとして「市民と共に進める防災対策」を挙げている。 
そこで、以下の取り組みについて伺う。 

（１）全自治会において自主防災組織の早期結成を目指すとあるがその具体的な手立ては。 
（２）地域と行政が一体となった取り組みの強化とあるがどこをどのような方法で強化しようとし

ているのか。 
（３）指定避難所での防災機材等の整備及び配置計画は、どのような方針に基づいて作成されてい

るのか。 
（４）平成２５年度に配布する防災マップには、どのような項目を記載する予定なのか。 
 

２ 公共施設アセットマネジメントについて 〔答弁を求める者〕市長 

昨年、１０月に策定された「アセットマネジメント基本方針」を基に今後、展開されるアセット

マネジメントの進め方について以下のことについて伺う。 
（１）各公共施設の基本調査などを行うとあるが、その調査方法や財政計画との連動性はどのよう

なものなのか。 
（２）アセットマネジメント基本計画の策定を本格化させるとあるが、具体的にどのように進めて

いくのか。 
 

３ 教育施政方針について 〔答弁を求める者〕教育長 

（１）学校教育は「生きる力の育成」を目指すものであり、本市においても、生きる力を確かな学

力、豊かな心、健やかな体と位置づけ様々な取り組みを行ってきた。そこで、以下の取り組み

について伺う。 
①本市は、平成１８年度から７年間に及び小中一貫教育の調査研究に取り組んでいるが、その成

果が具体的にどこに現れていているのか。また、今年度で調査研究が終了するにあたり、その

成果をどのように総括し、今後、どうような方向に進めていこうとしているのか。 
②「信頼される学校づくりの推進」の項目の中に新たに「教員の資質向上を図る研修と支援事業

の充実」が加えられているがその意図は。 
（２）平成１７年度から進められてきたスポーツ振興計画には、市民が「する・みる・ささえる・

創る」ということが謳われているがその進捗状況は。 
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発言順 ４ 日本共産党  代表質問者 植木 隆信  発言制限時間 30分 

1 施政方針について 〔答弁を求める者〕市長 

（１）市の防災対策の強化について 
災害時の避難については、市の避難所整備充実の計画の元で小学校に井戸・トイレの整備を

はじめ、電源確保など５億円近い予算がつけられたことには評価する。しかし、防災は、災害

を予測し被害を未然に防ぐために対策を事前に講じることが基本である。宗像市で一番心配さ

れる自然災害は集中豪雨であるが、具体的な防災・減災についての対策が見えない。遊水池や

河川改修の位置づけと展望を明らかにすべきではないか。さらに、緊急時に対応する防災無線、

有線放送設備の整備計画について問う。 
（２）まちのブランド化について 

各世代にわたって多くの市民が宗像市に住んでよかったと実感できるまちづくりこそが市

のブランド化にもなり、定住化施策にも繋がる。 
①子育て世代への支援の拡大 
②旧国道 3 号などの慢性的な渋滞の解消や通学通勤の歩道の整備 
③都市計画道路の見直しと計画的な早期整備 
④高齢者や障がい者が安心して外出できる道路のバリアフリー化の推進 
⑤駅・病院・商店街・公共施設・公園などへの交通アクセスの整備 
⑥夜道が暗くなる箇所に街灯の増設 
⑦中規模ホールの建設 
⑧子どもがのびのび遊べる自然環境の整備 
⑨保護者・教師・子どもが求める少人数学級の拡大 
⑩子どもの医療補助制度の拡大 

以上１０項目並べたが、市民が生活を通して改善を求める課題が多く残っている。これらの

改善を進めることで、市民が自らの実感として宗像市を自慢できるまちになる。このことが宗

像市のブランド化といえる。こうした事業の推進は、行政しか出来ない課題である。市長の見

解を問う。 
（３）基幹産業発展のために 

鐘崎漁港での漁獲高は近年減少してきたとはいえ、県内でもトップの漁獲量を維持してい

る。また、鐘崎は海女の発祥の地として山陰地方をはじめ、遠くは大連まで及んでいる。さら

に鐘崎出身者が東北で蒲鉾の加工に成功し、笹かまぼことしてブランド化に成功している。「獲

る～加工～販売」を一体化したブランドづくりの時期に来ていると考える。地元漁協と共同開

発や共同経営ができ、漁獲物の加工販売ができるような企業の誘致ができないか問う。漁業で

軌道に乗れば、農業でのブランド化と一体的に全国に発信できるのではないかと考えるがどう

か。 
（４）市職員・臨時職員の賃金と職員への人事考課制度について 

市職員の年間平均賃金は５年前の６８０万６千円に比べて３２万円も減っている。ラスパイ

レスも９７．０から９６．４に落ち込んできている。現在の職員数は４４０名と減少し、一方、
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非正規の臨時職員などが２２０名で全体の３３％にもなっている。その上、フルタイムの非正

規職員の賃金は平均２５０万円で職員の３８％である。この結果、市役所自らワーキングプア

をつくっていることと同じである。 
これ以上職員の賃金を下げるべきはないと考えるが市長の見解を問う。臨時職員なども市民

のために良く働いている。こうした臨時職員の中から、職員採用時に一定の枠をつくり、正式

に面接･試験を行ない正職員への道を保障したらどうか問う。 
宗像市が民間の人事考課制度を平成１３年度から取り入れてきた。平成２０年１２月から職

員評価を行なってきたがこの問題点と成果について問う。民間企業では、一時期、この人事考

課制度が職場の労働者に否定的な影響を与えたとして廃止しているところがある。宗像市では

職員評価の割合が４（良い）対６（普通）と決まっており、一旦評価が決まると固定化し、将

来の賃金にも大きな影響を与えるなど否定的な側面が指摘されている。また、職場の団結や和

の弊害にもなるなどの懸念もある。公務員は、市民の福祉と健康、安全のために奉仕する任務

を負っている。市民と直接向き合う職員も必要だし、企画や事務の職員も必要など仕事は多様

化している。こうした職員を評価で振り分けることには問題があるとして、県内でも人事考課

制度を導入していない自治体が多数だ。公務員としての自覚と誇りを高める職員をどう育てる

か、この課題は市長をはじめ、管理職に問われるものである。この人事考課制度の検証と見直

しの時期に来ていると考えるが市長の見解を問う。 
（５）公式野球場の誘致について 

宗像市の近隣には、高校野球の強豪チームが存在する。また、福岡６大学野球には福岡教育

大学も加盟している。九州各県の高校の強豪野球チームは、佐賀県鳥栖市などで交流試合を行

なっているが、宗像市に公式野球場ができれば、その交流試合などを多くの市民が観戦するこ

とができる。また、選手の宿泊箇所も市内に多くある。さらに、その影響として青少年の野球

レベルも上がってくると期待している。駅からの交通アクセスも良く、市内には公式野球場の

できる場所もある。市として、福岡県に誘致の働きかけができないか問う。 
（６）バイオマス計画について 

資源物の焼却を減らし、有効活用する循環型社会への道としてバイオマス計画は有効である

と考える。下水処理場からの脱水ケーキをはじめ、剪定樹木や収集しやすい学校給食、スーパ

ー、民間食堂などからの食品残渣、さらには畜産廃棄物などを混入することでバランスのとれ

た優良の堆肥を作ることができる。市としてこうした展望で事業を進めて欲しいと願うがどう

か。販路の問題としては、質のよい肥料は需要が高くなるのは当然である。また、一般家庭で

も花壇や家庭菜園にも使いやすい堆肥のペレット化の検討を求める。 
（７）市の広報の表現について 

国民健康保険は、自営業者、農業・漁業従事者、高齢者などが加入する保険制度である。市

は、この保険料改定に向けて一年にわたりキャンペーンを行なってきた。２月１５日のむなか

たタウンプレスに掲載された国保関係の記事には看過できない表現がある。それは、国保税見

直しの理由として述べられている中見出し「宗像市の現状は、不公平な状況････」に続く説明

である。「国保に加入していない市民のみなさんも、国保税を負担するという不公平な状況に

なっています」この表現には、国民健康保険が社会保障制度だという国民健康保険法第一条の
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精神をまったく理解していないばかりか、国保に加入していない市民と国保加入者を対立させ

る表現になっている。この表現が市の公式な見解とするならば、市長が市長会など通じて「国

民健康保険会計への負担を元に戻す（増やす）要請」を政府に行なうことと矛盾することにな

る。むなかたタウンプレスでの表現の撤回を求める。 
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発言順 ５ ふくおか市民政治ネットワーク 代表質問者 杉下 啓惠 発言制限時間25分 

1 施政方針、教育施政方針について 〔答弁を求める者〕市長、副市長、教育長、関係部長 

（１）市民参画・協働の推進について 
①第２次宗像市総合計画は、より多くの市民の声を反映させ市民にとって身近な計画にすること

が重要だと考える。この計画の策定における基本的方針と、そのための具体的な取り組みにつ

いて伺う。  
②協働委託によって市の責任が縮小されるのではないかと心配する市民の声がある。例えば、新

年度協働委託を予定している男女共同参画推進センターの運営において、市民等と市のそれぞ

れの役割や責任分担はどう考えているか。 
（２）市民と共に進める防災対策について 
①新年度に実施する防災訓練の内容は。事前の市民への周知はどのように行なう予定か。 
②災害時、介護施設や障がい者施設等の入所者の避難において、地域との連携は考えているか。 
③防災マップの作成に、子どもたちが参加することを考えてはどうか。 

（３）都市ブランドの構築について 
都市ブランド推進プログラムについて尋ねる。 

①このプログラムは、若手職員で構成される「人づくり・まちづくり研究所」研究員が調査・研

究し提案したとのことだが、その後庁議等ではどのような議論をし、市の方針として決定した

のか。 
②「ママにいいトコ宗像市」というブランド表現やイメージ図は、その後見直すことになったも

のの、特に男女共同参画の視点で問題があると感じた。本市では平成２３年に第２次男女共同

参画プランを策定し全庁的に推進することになっているが、男女共同参画の理念が市職員に十

分に浸透していないのではないか。 
（４）安心できる生活環境の創出について 
①高齢者施策部門を統合し「高齢者支援課」とするとのことだが、これまでの組織体制の課題は

何か。組織見直しにより、市民にとって具体的にどのようなメリットがあると考えているのか。 
②「世代間交流支えあい事業」について 
ア 葉山地区での取り組みをどのように評価しているか。 
イ 新年度、新たに拡大を考えている地区はどこか。 

③子宮頸がんＨＰＶ検査について 
ア 厚生労働省の試行（費用を全額助成して効果を検証）への協力と理解してよいか。 
イ ＨＰＶに感染してもがんにならない人も多く、過剰診療につながることが懸念されるが、

その点については検討したのか。 
（５）歴史文化の継承と創造について 

①地域学芸員や歴史観光ボランティアの現状と、今後の展開は。 
②歴史文化遺産の保存整備について、伝世品の保存も含め、市民の関わり方としてどのようなこ

とを考えているか。 
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（６）信頼される学校づくりの推進について 
①小中一貫教育については、現場の教師から、研究授業発表や打合せ、書類の作成等に時間をと

られ、子どもたちに向き合う時間が十分にとれないという声を多く聞く。そのことによる子ど

もたちへの影響をどう捉えているか。 
②教師一人ひとりの資質向上も大切だが、教師が孤立しないよう、チームとして総合力で子ども

たちの育ちを支援することが大切だと考えるがどうか。 
③土曜授業の評価と今後の取り組みについてどのように考えているか。 

 

【質問会派数：５会派、質問項目：９項目】 


